
 

2020 年度 事業計画書 

 

Ⅰ 現状と課題 

我が国における外国人労働者数が増加するにつれ、技能実習生の在留者数も

年々拡大の一途をたどっている。一方、外国人材の受入れを巡っては、2019年4月に

新たな在留資格「特定技能」が創設され、近年の深刻な人手不足の状況に対応する

ため、労働力不足が著しい特定の産業分野において即戦力となる「新たな外国人材

を受け入れ及び共生社会実現に向けた取組み」が開始された。 

 

 外国人材の受入れ拡大に伴い、失踪する技能実習生の数も 2018 年に 9,000 人を超

えるなど増加している。失踪の主な原因は、入国時に払った費用の回収といった技能

実習生側の経済的な事情等によるものだけではなく、賃金等の不払いや人権侵害な

ど、実習実施者側の不適切な取り扱いによるものも多くみられる。 

 2019年4月に新設された出入国在留管理庁が中心となり、在留管理を徹底するなど

して不適切事案を防止するとともに、技能実習制度の運用に関するプロジェクトチーム

を立ち上げ、2019 年 12 月には失踪技能実習生を減少させるための対応を強化するこ

とを発表している。 

さらに、政府の推進する働き方改革の一環として、2020年4月より導入予定の「同一

労働・同一賃金の原則」は、国内の正社員と非正規雇用労働者の不合理な待遇格差

の解消だけではなく、外国人材の待遇改善も視野に入れている。 

 

 また、技能実習に関する二国間協力覚書は、2019年に新たに4か国との間で締結さ

れ、国際協力の推進を目的とした技能実習制度の拡大が図られ、今後さらに技能実

習生の増加が予想される。また、特定技能に関する二国間の協力覚書においても、在

留資格「特定技能」の施行後に新たに８か国と締結されるなど、深刻な労働力不足の

改善に向けた外国人材の受入れも今後成長が予想される。 

 

 当財団では、こうした国内の状況を踏まえ、かつ、送出し国の経済及び社会情勢も

迅速にとらえ、引き続き適正な技能実習制度の実施に努めるとともに、特定技能にお

いても、これまで培ってきた技能実習制度における監理団体としての実績を踏まえ、

登録支援機関として法令を遵守し、支援業務の適正な運営に取り組んでいくこととす

る。 

 

一方、世界のグローバル化が進み、IT 時代、瞬時に大小の情報が世界中に流れる

現代社会の中で、日本は人材不足、人手不足時代を迎え、外国人材への注目が急

速に高まっている。世界の中での日本がどのように思われ、どのような立場であるべき



 

か、また、どうすれば社会に貢献できるのか、多くの課題の中で 2020 年度は次の事業

を推進していくこととする。 

 

それと並行して、国際交流事業として、海外諸国の青少年等の育成及び親善交流

等の海外諸国との人材交流につながる国際協力、国際貢献に資するような積極的な

活動を展開していくこととする。 

 

Ⅱ 具体的事業計画 

 

１．国際交流等事業 （公益目的事業１） 

（１）調査研究 

海外における労働事情や経済動向に関する情報収集のため、駐日外国公館（以下、

在日大使館）や日本貿易振興機構（以下、JETRO）等関係機関の協力を得ながら、ベ

トナム、中国、インドネシア、ミャンマー、カンボジア、バングラデシュ、モンゴル、タイ、

フィリピン、ネパール、インド等に関する調査研究を実施する。また、国内企業の海外

進出や海外との経済・人材交流等に関する要望についても調査を行い、実態把握に

努める。 

 

（２）海外人材の受入れに係るセミナーの開催 

中小企業をはじめとする国内企業の海外との経済・人材交流を支援するため、調査

研究結果を踏まえ、在日大使館、地方自治体、ＪＥＴＲＯ、国際協力機構（以下、ＪＩＣ

Ａ）、商工会議所、金融機関等と連携の上、技能実習制度や特定技能における新規

職種の紹介等の海外人材の受入れに係るセミナーを全国で開催する。最新情報をタ

イムリーに提供するため外部講師を積極的に活用する。 

 

（３）国際ネットワークの構築と人材交流  

① 国連グローバル・コンパクト（United Nations Global Compact = 以下、ＵＮＧＣ）

が提唱する人権の保護、不当な労働の排除、環境への対応、腐敗の防止に関わ

る「１０の原則」を日ごろの事業を通じて実践している組織として、ＵＮＧＣに正式

署名し、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（Global Compact Network 

Japan = 以下、ＧＣＮＪ）に加盟する他の企業・団体とともに、地球規模の持続可

能な発展に向けた取組みに参加する。 

② 海外進出企業或いは進出を検討する企業や日系現地合弁企業等と海外人材

との交流を支援するため、現地日本語学校、職業訓練校、大学等の高等教育機

関との関係構築や連携を図る。 

③ 国内企業と海外人材との交流を更に推進するため、必要に応じて海外の関係



 

機関と連携協定を結び、海外人材を日本へ招聘するプログラム等の実施を支援

する。 

④ 民間レベルの海外諸国との交流（民間外交）を推進するため、在日大使館等と

連携して、来日留学生をはじめとする海外諸国の青少年育成や親善交流に関す

る事業に協力する。また、新たな国・地域との関係づくりも進める。 

⑤ 技能実習生等海外人材との交流のより良い発展のため、アジア諸国の小学校

等に浄水設備を寄贈するなど、当該国の青少年の健康・衛生水準の向上に向け

た支援を行う。 

 

２．技能実習生受入れ事業（公益目的事業２） 

技能・技術の修得を目的とする技能実習生の受入れを積極的かつ適正に実施し、

推進する。 

具体的には、次のような施策を推進する。 

 

（１）監理、指導の強化 

外国人技能実習機構、関係部署と連携し、関連法規、技能実習、移行職種の作業

内容等の最新情報を的確に把握し、監理・指導の強化を図る。特定の職種とされてい

る自動車整備・介護職種の監理については特に専門職員の経験を活かし、強化徹底

する。 

 

（２）送出し国関連情報の収集  

外国人技能実習機構や在日大使館等と連携を図り、修得技能等に関する送出し国

の需要動向を調査し、帰国後の技能の活用が期待される職種に関する把握に努め

る。 

各国の送出し機関の調査を実施するとともに、在日大使館等との連携の下、技能実

習生の出身地や資質の変化等に関する情報収集に努める。 

ベトナム、中国だけでなく、インドネシア、ミャンマー、カンボジア、モンゴル、バング

ラデシュ、フィリピン、ネパール、インド等についても、今後、受入需要の拡大が見込ま

れることから情報収集に努める。 

 

（３）事前講習及び入国後講習の強化 

制度の趣旨に沿った適切な事前講習の確保・実施に努めるとともに、技能実習生

数の増加に見合った研修体制の充実を図り、入国後の講習を適正に実施し、日本語

教育についても教授法の研鑚による、効果的な教育の実施に努める。また、事前講習

の中間報告及び修了報告を通した教育内容の把握とその改善を図る。 

 



 

（４）送出し機関との協力体制強化 

送出し機関との協力・協調体制の維持・改善が技能実習生受入れ事業の推進に重

要であることから、送出し機関と年数回の相互訪問を行い、送出し状況を確認するとと

もに、事前教育機関の教育体制を点検する。また、技能実習生の現状視察のため、

定期的に訪日することを送出し機関へ求めるとともに、さまざまな機会を通じて制度に

関する情報提供・情報共有も含めて意思の疎通に努める。 

また、送出し機関の現状を精査して質の向上を図り、適正な送出しができるより良い

送出し機関と提携し、良質な技能実習生の受入れを目指す。 

送出し国で送出し機関との連絡会議を中国、ベトナム、インドネシア、モンゴルおよ

び東京で開催し、新制度の詳細な説明を行い、最新情報を共有し、新制度の適正運

用に向けた協力・協調体制の強化を図る。 

 

（５）技能実習実施者に対する指導及び監査の強化 

昨年度に引き続き、指導及び監査において、次の事項を重点的に取組む。 

① 技能実習法、出入国管理法、労働基準法、労働安全衛生法、健康保険法、厚

生年金保険法等の違反などがないよう指導を強化していく。特に、時間外労働時

間の遵守、割増賃金の支払、定期健康診断の実施及び特別教育の実施につい

て指導の強化を図る。 

② 不正行為を未然に防ぐため、関係法令及び基本方針に従い、実習実施者と連

携して、定期的な訪問指導や監査による技能実習生の技能実習、生活状況の把

握に努める。 

③ 技能実習計画に沿って確実に実習が行われていることを確認し、職種適合性の

確認を継続して行う。 

④ 技能検定の確実な受検を促進し、優良な実習実施者と判断されるよう指導する。 

⑤ 現行在留状況管理等のコンピュータープログラムを更新し、より精度の高いシス

テムを構築する。 

 

（６）技能実習中の技術や言語の修得状況及び技能実習修了者の帰国後就業状況

等の調査 

帰国後の円滑な修得技能等の活用に向けて、技能実習中の技術や言語の修得状

況を定期的に調査して、技能実習効果の確認を図る。 

また、技能実習修了者の帰国後の就業状況等については、送出し機関と連携し現

地における帰国後の就業状況に関する情報収集を行うことで修得技能等が円滑に活

用されているか、実例及び効果を把握・検証する。送出し機関等と協力して、帰国後

のフォローアップ体制の構築を進める。 

 



 

（７）技能実習生の日本語能力の向上 

技能実習の円滑な実施には、日本語による意思の疎通が重要であることから、日本

語能力の向上に向け、以下の取組みを行う。 

① 外国人技能実習生に対する日本語通信教育の確実な実施を図る。 

② 技能実習実施者とも連携して、会話能力の向上に努め、必要に応じて、日本語

の指導法、教材の紹介、使い方の指導を行う。 

③ 日本語作文コンクールを独自に実施するとともに、多面的な日本語能力の習得

を目指して、新たなチャレンジ制度について検討する。 

④ 日本語能力試験合格者に対する報奨制度を実施する。 

⑤ インターネット及び SNS を活用した日本語教育を実施する。 

 

（８）適切な技能実習候補生の選抜等 

送出し機関による適切な技能実習候補生の選抜を確保し、ミスマッチ防止のため、

特に募集段階における適切な募集の重要性を同機関に強く認識させるものとし、事前

教育における日本語教育の充実強化及び日本の法令等についての指導、及び必要

に応じて前職要件確保のための訓練の更なる徹底を図る。 

 

（９）技能実習生の行方不明の防止  

技能実習生の行方不明を防止するために、講習内容の充実、モラル教育の強化、

及び日頃の訪問指導や監査等を通じ、技能実習及び生活状況の把握に努め、実習

実施者及び送出し機関の理解と協力を得て、総合的な行方不明防止対策の実施に

努める。また、行方不明防止母国語パンフレットの活用や、実習生が不安や悩みを感

じた時に即座に対応できる母国語対応体制の強化を図り、行方不明者に関する情報

追跡についても引き続き強化していく。 

  

（１０）送出し国の多様化 

海外における労働事情、企業の海外進出、経済動向等に関する調査研究を踏まえ

て、中国、モンゴル等の北東アジアから、東南アジア諸国、バングラデシュ等の南アジ

ア、アフリカまでを考慮に入れ、信頼できる送出し機関との連携を通じ、送出し国の多

様化を図る。 

  

（１１）技能実習制度の普及の強化  

技能実習制度の趣旨の徹底及びこれに係る活動等について、新たに追加された職

種や、より高い日本語能力が求められる介護職種への技能実習生の受入れの積極的

対応のため、次の５項目を推進し、企業等へ周知を図り、普及活動に注力する。 

 



 

① 各関係機関（各都道府県及び市区町村、各企業団体、工業会、組合等）の協力

も得て、企業等への文書配布、訪問及び定期的な連絡による組織的な普及活動

を徹底する。特に、制度改正を視野に入れた計画的かつ組織的な普及活動を強

化し、ホームページ、パンフレット等の刷新を行う。また、各機関とリンクを張る等に

より、広報の頻度を高める。 

② 技能実習制度について広範囲に周知を図るため、普及活動を強化し、役職員の

普及活動能力の一層の改善・向上等に努め、事務所間の密接な連携を推進す

る。 

③ 新規職種の拡大に積極的に対応するとともに、移行職種の追加、複数職種実習

に係る検討を行い、制度改正の趣旨に沿った運用が図れるよう積極的に取り組

む。 

④ 各地において技能実習生受入れについての説明会・セミナー等を開催し、技能

実習制度の普及を推進するとともに、技能実習法に対する正しい理解を目的とし

た情報提供を行う。 

⑤ 広報誌「Ｉ.Ｐ.Ｍ.ニュース」や各種パンフレットの発行等の広報活動を通じて、技

能実習制度の普及を図る。 

 

３．共益事業 

（１）建設分野において即戦力となる外国人材の活用を目的とする外国人建設就労者

受入事業について、特定監理団体として、適正な監理に努め、協議会や国土交通

省との連携の強化を図り、その適正な実施を積極的に推進する。2022 年度で終了

する外国人建設就労者受入事業を、在留資格「特定技能」等に円滑に移行させる

ための検討及び周知を行う。 

（２）特定技能外国人受入事業について、登録支援機関として、適正な支援に努め、

特定技能所属機関との連携を図り、その適正な実施を推進する。 

 

４．管理部門 

（１）広報活動 

① 広報誌「Ｉ.Ｐ.Ｍ.ニュース」を年 4 回発行し、技能実習制度に関する最新情報や

実習実施者の優れた取組の紹介、日本語作文コンクール入賞者の紹介等財団と

企業に双方向性のある情報、海外における労働事情、企業の海外進出、経済動

向、外国人の採用に関する情報等を提供する。 

② 財団の刊行物、ビデオ等を活用し、広く一般に対して、「外国人若者との付き合

い方」についての情報を提供する。 

③ メールや SNS 等を活用し、実習実施者や特定技能所属機関及び実習生等へ

最新情報を迅速に提供し、制度の適正な運用を図るとともに IPM の取組を周知



 

する。 

 

（２）組織体制の強化 

① 業務に必要となる優秀な人材の確保に努め、福利厚生の充実を図る。 

② コンプライアンスや情報セキュリティなど、社会の信頼にこたえられる体制を強化

する。個人情報の保護について法規制等を遵守するとともに企業情報の保護を徹

底する。 

③ 働き方改革の動向を踏まえ、時代に即した執務環境及び職員の労働環境の改

善を図り、そのために必要な規程の見直しを行う。  

④ 技能実習生や就労者の適正な海外送金を担保するための支援方法について検

討し、不正送金の根絶を図る。 

⑤ 外国人就労者の職業紹介事業を適正に実施する。 

⑥ 技能実習制度、外国人建設就労者受入事業及び特定技能外国人受入事業に

関する役職員研修を確実に実施するとともに、必要に応じてテーマ別の研修を実

施する。 

⑦ 技能実習生受入れや建設就労者受入れの監理業務の適正な実施に不可欠な

コンプライアンス、労務管理、情報セキュリティ等に関する役職員研修を継続的に

実施し、業務の質の向上を図る。 

⑧ 各事業所の監理責任者以外の役職員についても監理責任者等養成講習を受

講させ、制度理解を深める。。 

⑨ 定款に沿った活動を行うため、規程類の整備を行うとともに、役職員教育を強化

する。 

⑩ 外部監査の確実な実施により、適正な法人活動を担保する。 

⑪ ベトナムなど東南アジアにおける技能実習生受入に関する業務の質と効率の向

上を図るため、ハノイに駐在員を派遣する。 

⑫ 結核をはじめ感染症の罹患率の高い地域からの受入れにあたっては、政府およ

び関係省庁の指導のもと、送出し機関とも連携して適切な対応を行う。 

 

（以上） 


